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消費税増税中止を

県議の海外視察廃止などを

増税されたら暮らしていけない

県議会 6 月
定例会特集

　
県
議
会
６
月
定
例
会
が
６
月
13
日
か
ら
20
日

間
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

　
渡
辺
ゆ
り
子
県
議
は
６
月
21
日
の
予
算
特
別

委
員
会
で
消
費
税
増
税
中
止
、
最
低
賃
金
の
引

き
上
げ
、待
機
児
童
解
消・保
育
士
の
処
遇
改
善
、

国
民
健
康
保
険
税
の
引
き
下
げ
に
つ
い
て
質
問

し
ま
し
た
。
そ
の
内
容
を
中
心
に
報
告
し
ま
す
。

　

山
形
県
議
会
は
、
大
震

災
以
降
、
経
費
削
減
の
た

め
休
止
し
て
い
た
県
議

の
海
外
行
政
視
察
（
１
人

１
０
０
万
円
以
内
）
を
今

年
度
か
ら
改
編
し
、
海
外

政
策
課
題
調
査
事
業
（
80

万
円
以
内
）
と
し
て
再
開

さ
せ
ま
し
た
。現
行
で
も

政
務
活
動
費
で
海
外
調

査
が
可
能
で
す
が
、
別
枠

の
制
度
で
す
。

　

渡
辺
県
議
ら
は
、
新
議

長
が
決
ま
っ
た
直
後
の

５
月
24
日
、
新
議
長
に
事

業
は
議
員
の
海
外
視
察

を
特
権
的
に
保
障
す
る

も
の
。再
開
せ
ず
廃
止
を

求
め
申
し
入
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
他
、
質
疑
・
質
問

を
求
め
る
議
員
に
そ
れ

を
認
め
る
こ
と
な
ど
も

申
し
入
れ
ま
し
た
。

議長に申し入れ
当
選
後
、
質
疑
質
問
の
機
会
確
保
や
海
外
行

政
視
察
廃
止
な
ど
を
求
め
る
渡
辺
県
議
ら

（
２
０
１
９
年
５
月
山
形
県
議
会
）

　

渡
辺
ゆ
り
子
県
議

は
、「
こ
ん
な
状
況
で

消
費
税
を
10
％
に
し

生
活
者
か
ら
は
年
金

が
減
ら
さ
れ
て
い
る

の
に
「
消
費
税
増
税

さ
れ
た
ら
暮
ら
し
て

い
け
な
い
」
の
声
が

あ
が
っ
て
い
ま
す
。

　

安
倍
政
権
の
も
と

消
費
税
10
％
増
税
が

10
月
に
せ
ま
る
中
、

商
店
街
の
方
か
ら

「
景
気
が
良
く
な
い

の
に
増
税
し
て
大
丈

夫
か
」「
今
年
初
め
か

ら
買
い
控
え
始
ま
っ

て
い
る
よ
う
に
感
じ

る
」「
複
数
税
率
は
混

乱
す
る
」
な
ど
様
々

な
声
を
い
た
だ
い
て

い
ま
す
。特
に
年
金

た
ら
暮
ら
し
と
地
域
経
済
に
大

打
撃
を
与
え
る
。増
税
は
中
止
す

べ
き
。知
事
は
ど
う
認
識
し
て
い

る
か
」と
迫
り
ま
し
た
。

　

吉
村
知
事
は
「
10
％
が
示
さ
れ

た
時
、
地
方
の
状
況
を
踏
ま
え
判

断
を
と
申
し
上
げ
て
き
た
。行
政

の
立
場
と
し
て
は
対
策
に
力
を

入
れ
て
い
く
」
と
答
弁
。増
税
の

賛
否
に
は
触
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

渡
辺
県
議
は
「
県
民
の
思
い
を

受
け
止
め
て
い
た
だ
き
た
い
」
と

消
費
税
増
税
中
止
を
主
張
し
ま

し
た
。

暮
ら
し
と
地
域
経
済

に
大
打
撃

改選後、増税中止求める議員増える

　改選後の初めての定例会に「10月消費税10％ストップ！
山形県民ネットワーク」から増税中止を求める請願 ( 他に同
様の請願１件 )が出されました。
　７月２日の採決で、請願は、共産党県議団と県政クラブ (国
民・立憲・社民・無）の一部が賛成しましたが、自民・公明・
県政クの一部・無の反対多数で不採択となりました。
　改選前の２月定例会で同様の請願に賛成した議員は、共産
党県議団の２人。今回は他会派所属議員も含む10人と増えま
した。
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　6月21 日、予算特別委員会で質
問する渡辺県議
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待機児童解消・保育士の処遇改善を

全国一律の最低賃金を今すぐ 1000円に

　待機児童が増加傾向です。一方で保育士から
転職を考えているなどの声も届いています。
保育士の処遇改善はまったなしです。
　渡辺ゆり子県議は、保育士不足の要因を県に
ただしました。
　県は、保育士の給与水準が他産業・首都圏
などに比べ低いこと、業務が事務の増加で過密
になっていること、早朝や夕方遅くまでの勤務
シフトがあること。県内養成校卒業生の 22.4%
が他業種に就職、13.6% が県外に流出している
実態を明らかにしました。
　渡辺県議は、国は施設も保育士も足りないと
規制緩和を行い、現場にゆがみをもたらして
きた。子どもにしわ寄せさせないためにも 10 県
以上で実施している保育士の独自配置を求めま
した。
　県は、他県の事例も参考に働き続けられる
環境づくりをしたいと述べました。

　山形県の最低賃金は、全国でも最
低クラスのＤランク、763 円。月換算
で約 13 万円前後。1 人の若者が暮ら
すためには 22 ～ 24 万円必要と言わ
れ、せめて 1000 円にとの声は大きく
なるばかりです。
　左表は折れ線が最低賃金、棒グラ
フが基本給に近い ( 所定内給与 ) 額
です。最低賃金の地域格差は全産業
に波及しています。
　山形県の産業平均は全国よりも低
く、人手不足の保育や介護関係では
さらに低くなっています。
　吉村美栄子知事は渡辺県議の質問
に「政府に最低賃金のランク制度廃
止、全国一律適用を提案した」と答
弁。全国でも先進的です。

　国民健康保険税が高いという声はとまりません。
　山形県は全国でも所得に対する保険料負担率が高
いうえ今後さらに税率があがる懸念もあります。中で
も批判があるのは、国保の均等割です。子どもが多い
ほど負担は重くなります。山形市の場合１世帯に子ど
もが２人いれば約６万円の負担増になります。
　渡辺県議はこのことを取り上げ質問しました。
　県は、子どもの加入者数に応じて国から交付金が来
るが、市町村国保財政の軽減につながるものの、子育
て家庭の負担軽減につながっていないことを認め、国
に均等割の軽減措置の創設を求めたと語りました。ま
た、県は、今年度から国への要望で「国庫負担等の拡
充」を求めています。
　国は全国知事会も求めた１兆円の公費投入で協会
けんぽ並みに国保税の引き下げをすべきです。

　県内の中小企業、特に小規模事業者から賃金を上げ
たいが、その環境にないとの声があります。
　５月、日本商工会議所が公表した「最低賃金引き上
げ影響に関する調査結果」では、引き上げに必要な支
援策はとの問いに、税・社会保険料負担の軽減が
65.2% で、最も多くなっています。
　渡辺県議は、最低賃金を引上げる小規模業者等に社
会保険料の事業主負担軽減を求め質問しました。
　吉村知事は「調査の詳細は承知していないが、賃金
引き上げで経営に影響を受ける中小・小規模事業者
支援は本当に極めて重要。県内の商工団体や経済団体
と機会をとらえご意見を伺いたい」と述べました。
　最低賃金の引き上げを行う政府の中小企業支援予
算は、今年度大幅に減少し6.9億円に。1社あたり200
円程度とわずかです。

保育士の処遇改善を求める声
(2018年・共産党山形市議団山形市民アンケートから）
「現保育士です。現場は保育士不足
で保育士がフル稼働。事務的仕事は
持ち帰ってこなす日々。給料はとて
も低く、続けていくことさえ悩んで
います。待遇を考えて。待機児童を
なくすには保育者の職離れをなく
さないと」

「市内の保育士です。政府は対策していますが、研修を受けないと給料が上
がらない。人手不足で研修に行く余裕がなく、本末転倒。一律に給料が上が
る処遇改善を」

「娘が保育士。定時に帰るが仕事が
多く、夜中までやってる。せめて給
与が良ければ…。学校を出て給料が
安いからと保育士にならない人が
たくさんいます。就活の時、東京か
らの求人は給与は 20 万以上、ア
パート代全額負担が多かったそう。
なんとかして」

40人
2019年 4月現在　
県資料から

各年年4月現在　
厚労省HP・
県資料から

国保 中小・小規模事業

子どもの均等割の廃止・軽減を 社会保険料負担の軽減を

山
形
県
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